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１ 

札幌圏都市計画地区計画の変更（札幌市決定）       【決定番号第 12号(再)】 

決定 平成24年４月27日（告示第1024-5号） 

変更 平成27年３月26日（告示第  867 号） 

平成27年８月11日（告示第  2148号） 

平成28年２月17日（告示第  522 号） 

平成28年６月23日（告示第 1921 号） 

都市計画ＪＲ苗穂駅周辺地区地区計画を次のように変更する。 

 

１ 地区計画の方針  

名   称 ＪＲ苗穂駅周辺地区地区計画 

位   置 

札幌市中央区北 3 条東 9 丁目の一部、北 3 条東 10 丁目、北 3 条東 11 丁目及び北 3

条東 12 丁目の各一部、東区北 4 条東 10 丁目の一部、北 4 条東 11 丁目、北 4 条東 12

丁目の一部、北 5条東 10丁目及び北5条東 11丁目の各一部 

区   域 計画図表示のとおり 

面   積 8．8 ha 

地区計画の目標 
当地区は、本市の都心部より東方約2km に位置し、移転後のＪＲ苗穂駅に隣接する

地区である。 

苗穂は第２次札幌市都市計画マスタープランにおいて、高次機能交流拠点として位

置づけられ、都心への近接性を活かして、利便性の高い魅力ある複合型市街地の形成

を図るため、都心を含めた地域の回遊性を高める交通環境の整備や再開発などによる

市街地整備を進めることとしている。 

当地区は、平成 18年に策定した、「苗穂駅周辺地区まちづくり計画」において、職

住近接の居住環境の形成、集客施設の誘導、オープンスペースの確保、歩行者ネット

ワークの形成のため、「にぎわいの核ゾーン（交通結節点ゾーン）」として、駅移転と

駅周辺の民間開発の連携による地域の交流・にぎわいを創出する地区とされている。 

そこで本計画では、苗穂を高次機能交流拠点として、都心に近接する地区特性を生

かした利便性の高い「都心居住の場」、ＪＲ苗穂駅を中心としたにぎわいのある「広

域から人が集う場」とするため、道路や歩行者空間、広場などの公共施設等を整備す

るとともに、土地利用転換を促進し、地域のまちづくりの核にふさわしい機能が集積

した市街地の形成を目標とする。 
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土地利用

の方針 

ＪＲ苗穂駅を中心とした拠点にふさわしい市街地環境の整備に向けて、区域全体及

び各地区の土地利用の方針を以下のように定める。 

1 区域全体 

(1) 都心に近接する地区特性を生かした利便性の高い居住環境を整備するた

め、居住者の生活を支える商業、業務、医療・福祉施設を配置する。 

(2) ゆとりと潤いのあるオープンスペースを備えた居住機能を配置する。 

(3) 公共施設と一体的にまちづくりの推進を図るとともに、ＪＲ苗穂駅を核と

したにぎわい・交流空間を創出するため、駅に近接して集客交流機能や教育研

修機能などの導入を図る。 

2 住宅・商業複合Ａ地区 

集合住宅及び商業施設を導入するとともに、駅前広場と一体となった広場空間

を整備することで、ＪＲ苗穂駅を核としたにぎわい・交流空間の創出を図る。 

3 住宅・商業複合Ｂ地区 

集合住宅、高齢者向け住宅、業務、医療・福祉施設を導入するとともに、駅前

広場と一体となった広場空間を整備することで、ＪＲ苗穂駅を核としたにぎわ

い・交流空間の創出を図る。 

4 既存機能更新地区 

既存建築物と土地の集約化や共同化により、都市機能の更新を図る。 
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土地利用

の方針 

5 集合住宅Ａ地区 

集合住宅を導入するとともに、豊かなオープンスペースを整備することで、ゆ

とりとうるおいのある空間の創出や JR 苗穂駅を核としたにぎわい・交流空間の

創出を図る。 

6 集合住宅Ｂ地区 

JR 苗穂駅に近接した利便性の高さを享受できる高齢者向け集合住宅を導入す

るとともに、ゆとりとうるおいのある空間の創出を図る。 

7 商業・業務地区 

地区内及び周辺の居住者の利便を図るとともに、歩行空間や滞留空間と一体的

に機能する商業業務施設を導入する。 

公共施設

等の整備

の方針 

良好な街区の整備を図るため、公共施設等を適切に配置していくよう、以下の

ように定める。 

1 区域全体 

(1) 地区内の居住者や施設利用者の利便を図るとともに、土地の有効利用が図

られるよう、区画道路を適正に配置する。 

(2) 地区のにぎわいの波及を促し機能の連携を図るため、周辺施設と連続する積

雪寒冷地にふさわしい歩行者空間を整備する。 

(3) 地区内及び周辺居住者並びに来街者が、安全で快適な通行を可能とし、ゆ

とりとうるおいを感じることができるよう、歩行者空間や広場などの空地を整

備する。これらの空間においては、周辺市街地に配慮した緑化に努める。 

2 住宅・商業複合Ａ地区 

(1) 都市計画道路「北 3 条通」（「南口駅前広場」を含む）に面しては、歩道と一

体的なゆとりとうるおいのある歩行者空間を確保するため、植栽やベンチ等が配

置された歩道沿い空地を整備する。 

(2) 北 3 条通に面する歩道沿い空地と建築物の間には、憩いとにぎわいを創出

する広場を整備する。 

(3) 都市計画道路「北 3 条通」に面し、空中歩廊の出入り口となる部分には、

待合場所として活用が可能な屋内広場を整備する。 

(4) 駅と周辺施設とが段差なく接続された積雪寒冷地にふさわしい歩行者空間と

して、空中歩廊を設置する。なお、空中歩廊の形態・配置については、広場等

の機能を損なわないものとし、空中歩廊下は人々が滞留・歩行可能な空間とし

て活用する。 

3 住宅・商業複合Ｂ地区 

(1) 市道「北 3 東 10 中通線」沿いには、安全な歩行者空間を確保するため、歩

道状空地を整備する。 

(2) 市道「北 3 東 10 中通線」の北側には、ゆとりとうるおいのある歩行者空間

を創出するとともに、歩行者等の見通しを確保するため歩道沿い空地を整備す

る。 

(3) 都市計画道路「北 3 条通」（「南口駅前広場」を含む）沿いには、歩道と一体

的なゆとりとうるおいのある歩行者空間を確保するため、植栽やベンチ等が配置

された歩道沿い空地を整備する。 

(4) 「南口駅前広場」に面する歩道沿い空地と建築物との間には、商業施設と

連携したオープンカフェ等としての活用も可能な広場を整備する。 

(5) 都市計画道路「北 3 条通」に面し、空中歩廊の出入り口となる部分には、

四季を通じ、多面的な活用が可能な屋内広場を整備する。 

(6) 駅と周辺施設とが段差なく接続された積雪寒冷地にふさわしい歩行者空間と

して、空中歩廊を設置する。なお、空中歩廊の形態・配置については、広場等

の機能を損なわないものとし、空中歩廊下は人々が滞留・歩行可能な空間とし

て活用する。  

(7) 建築物の低層部の屋上には、植栽やベンチ等が配置された緑地を整備する。 

(8) 地区内の歩行者動線を充実させるとともに、商業施設と連携したにぎわい

ある歩行者空間を創出するため、「南口駅前広場」と「北 3 東 10 中通線」を結 
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公共施設等
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ぶ敷地内貫通通路を整備する。 

4 既存機能更新地区 

(1) 行き止まり道路を解消し、発生する歩行者及び自動車交通を円滑に処理す

るため、市道「北 3 東 10 中通線」を拡幅、延長整備する。 

(2) 市道「北 3 東 10 中通線」沿いには、安全な歩行者空間を確保するため、歩

道状空地を整備する。 

5 集合住宅Ａ地区 

(1) 都市計画道路「苗穂駅北通」に面して、歩道と一体的なゆとりとうるおい

のある歩行者空間を確保するため、植栽やベンチ等が配置された歩道沿い空地

を整備する。 

(2) 「北口駅前広場」に面して、駅前広場と連続した設えとするとともに、植

栽やベンチ等を配置し、誰もがうるおいを感じ滞留できる広場を整備する。 

(3) 商業・業務地区と建築物との間には、憩い、にぎわい及び多様な交流を創

出するため、隣接する商業施設と一体的に機能するみどり豊かで誰もが自由に

座り快適に滞留できるとともに、イベント会場や一時避難所としての機能も備

えた芝生の広場を整備する。 

(4) 駅と周辺施設とが段差なく接続された積雪寒冷地にふさわしい歩行者空間

として、空中歩廊を設置する。なお、空中歩廊の形態・配置については、広場

等の機能を損なわないものとし、空中歩廊下は滞留・歩行可能な空間として活

用する。 

(5) 地区内外の居住者や来街者の利便を図り、歩行者の回遊性を向上させるた

め、地区内を通り抜けることができる敷地内通路を整備する。 

(6) 公共施設等の整備により創出される良好な環境の維持・保全を図るため、

適切な管理体制を構築する。 

6 集合住宅Ｂ地区 

(1) 「苗穂駅連絡通」に面しては、歩道と一体的なゆとりとうるおいある歩行

者空間を確保するため、植栽が配置された歩道沿い空地を整備する。 

7 商業・業務地区 

(1) 都市計画道路「苗穂駅連絡通」に面しては、歩道と一体的なゆとりとうる

おいある歩行者空間を確保するため、植栽等が配置された歩道沿い空地を整備

する。 

(2) 駅と周辺施設とが段差なく接続された積雪寒冷地にふさわしい歩行者空間

として、空中歩廊を設置する。なお、空中歩廊の形態・配置については、広場

等の機能を損なわないものとし、空中歩廊下は滞留・歩行可能な空間として活

用する。 

(3) 公共施設等の整備により創出される良好な環境の維持・保全を図るため、

適切な管理体制を構築する。 

建築物等の

整備の方針 

地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、良好な市街地環境の整備を図る

ため、以下のように定める。 

1 区域全体 

(1) 交通結節点機能を補完するため、駅及び自由通路の利用者の利便に配慮し

た施設整備を図る。 

(2) 建築物については、道路から適切な壁面後退を行い、歩行者空間と一体的

な緑地空間を創出するとともに、各機能の相互環境に配慮した建物配置を行

う。 

(3) 建築物の形態意匠は、良好な景観形成に資するため、周辺環境に配慮した

ものとする。 

2 住宅・商業複合Ａ地区及び住宅・商業複合Ｂ地区 

(1) 駅前としてのにぎわいを創出するため、低層部の一部に商業業務機能を誘導す

る。 

(2) 道路及び隣地からの適切な壁面後退を行い、ゆとりとうるおいのあるオープン

スペースを創出する。 

(3) 建築物の高さは、周辺市街地に配慮したものとする。 
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建築物等の

整備の方針 

(4) 建築物の形状・配置には十分な配慮をし、周辺の景観に悪影響を与えないもの

とし、地区内における各機能の相互環境及び周辺環境と調和した健全な土地の高

度利用を図る。 

(5) 建築物の形態意匠は、北 3 条通の景観特性を踏まえると共に、駅、昇降棟、

自由通路、南口駅前広場との調和を図るものとする。 

(6) 十分な規模の駐車場、駐輪場を確保し、敷地周辺の交通環境の改善に配慮する。 

3 既存機能更新地区 

(1) 道路及び隣地からの適切な壁面後退を行い、ゆとりとうるおいのあるオープン

スペースを創出する。 

(2) 建築物の形態意匠は、北 3 条通の景観特性を踏まえると共に、駅、昇降棟、

自由通路、南口駅前広場との調和を図るものとする。 

4 集合住宅Ａ地区 

(1) 道路及び隣地からの適切な壁面後退を行い、ゆとりとうるおいのあるオープン

スペースを創出するとともに、敷地内の緑化に努める。 

(2) 建築物の高さは、周辺市街地に配慮したものとし、広場に面する部分には落

下物への対策を行う。 

(3) 建築物の形状・配置は周辺の景観に悪影響を与えないよう十分に配慮し、地区

内における各機能の相互環境及び周辺環境と調和した健全な土地の高度利用を図

る。 

(4) 広場に面する一階部分は、連続したにぎわいを生む魅力あるファサードとする

とともに 地域交流の場を創出するため、地域開放スペースの導入を図る。 

(5) 建築物の形態意匠は、地区周辺の景観特性を踏まえるとともに、駅、昇降棟、

自由通路、北口駅前広場との調和を図る。 

5 集合住宅Ｂ地区 

(1) 道路からの適切な壁面後退を行い、ゆとりとうるおいのある歩行者空間を創出

するとともに、敷地内の緑化に努める。 

(2) 建築物の形態意匠は、地区周辺の景観特性を踏まえるとともに、駅、昇降棟、

自由通路、北口駅前広場との調和を図る。 

6 商業・業務地区 

(1) 道路からの適切な壁面後退を行い、ゆとりとうるおいのある歩行者空間を創出

するとともに、敷地内の緑化に努める。 

(2) 集合住宅Ａ地区の広場に面する建築物の一階の部分にあっては、広場と一体と

なったにぎわいを創出するため、商業機能の導入を図る。 

(3) 広場、道路、空中歩廊等に面する部分は、連続したにぎわいを生む魅力あるフ

ァサードとする。 

(4) 建築物の形態意匠は、地区周辺の景観特性を踏まえるとともに、駅、昇降棟、

自由通路、北口駅前広場との調和を図る。 

その他、区

域の整備、

開発及び保

全に関する

方針 

方針付図による。 

再

開

発

等

促

進

区

 

面 積 8．8 ha 

主要な公共

施設の配置

及び規模 

区画道路１号（市道北３東 10 中通線）：幅員 9ｍ、延長 約 145ｍ 

空中歩廊１号 幅員 3ｍ以上 延長 約 24ｍ 

空中歩廊２号 幅員 3ｍ以上 延長 約 98ｍ 

空中歩廊３号 幅員 3ｍ以上 延長 約 34ｍ 

空中歩廊４号 幅員 3ｍ以上 延長 約 58ｍ 

空中歩廊５号 幅員 3ｍ以上 延長 約 175ｍ 

公共駐輪場 約 250 ㎡   （配置は計画図表示のとおり） 



 

 

５
 

２ 地区整備計画（その１） 

名  称 ＪＲ苗穂駅周辺地区 

区  域 計画図表示のとおり 

面  積 4.0 ha 

地区施設の配置及び

規模 

広場 1号 約 640 ㎡、広場 2号 約 294 ㎡、広場 3号（屋内） 約 130 ㎡、広場 4号（屋内） 約 180 ㎡、広場 5 号 約 1,800 ㎡ 、広場 6号 約 1,100 ㎡ 

緑地   約 850 ㎡ 

歩道状空地 1号  幅員 0.5ｍ 延長 約 49ｍ、歩道状空地 2 号  幅員 0.5ｍ 延長 約 38ｍ、歩道状空地 3号  幅員 1ｍ 延長 約 75ｍ 

歩道沿い空地 1 号 幅員  4ｍ 延長 約 41ｍ、歩道沿い空地 2号 幅員 4～10ｍ 延長 約 47ｍ、歩道沿い空地 3 号 幅員 4ｍ 延長 約 52ｍ 

歩道沿い空地 4 号 幅員  4ｍ 延長 約 47ｍ、歩道沿い空地 5号 幅員  2ｍ 延長 約 34ｍ、歩道沿い空地 6号 幅員 2ｍ 延長 約 25ｍ 

歩道沿い空地 7 号 幅員  6ｍ 延長 約 46ｍ、歩道沿い空地 8号 幅員  4ｍ 延長 約 130ｍ、歩道沿い空地 9号 幅員 4ｍ 延長 約 70ｍ 

ピロティ空地 1 号 幅員  3ｍ 延長 約 24ｍ、ピロティ空地 2号 幅員  3ｍ 延長 約 24ｍ、ピロティ空地 3号 幅員 3ｍ 延長 約 34ｍ 

敷地内貫通通路  幅員  2ｍ 延長 約 38ｍ、敷地内通路    幅員  2ｍ 延長 約 125ｍ 

（配置は計画図表示のとおり） 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区 

の 

区分 

名称 住宅・商業複合Ａ地区 住宅・商業複合Ｂ地区 既存機能更新地区 

面積 0．5ha 1.5ha 0.5ha 

建築物等の用

途の制限 

次の各号に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他こ

れらに類する食品製造業（食品加工業を含む。）を

営むもので、作業場の床面積の合計が 150 ㎡以内

のものを除く。） 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎（床面積の合計が 15㎡以下のものを除く。） 

(5) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場その他これらに類するも

の 

(6) 倉庫業を営む倉庫 

次の各号に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他こ

れらに類する食品製造業（食品加工業を含む。）を

営むもので、作業場の床面積の合計が 150 ㎡以内

のものを除く。） 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎（床面積の合計が 15㎡以下のものを除く。） 

(5) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場その他これらに類するも

の 

(6) 倉庫業を営む倉庫 

次の各号に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他こ

れらに類する食品製造業（食品加工業を含む。）を

営むもので、作業場の床面積の合計が 150 ㎡以内

のものを除く。） 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎（床面積の合計が 15㎡以下のものを除く。） 

(5) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場その他これらに類するも

の 

(6) 倉庫業を営む倉庫 
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建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

 住宅・商業複合Ａ地区 住宅・商業複合Ｂ地区 既存機能更新地区 

建築物等の用

途の制限 

(7) 建築物の 1 階及び 2 階の部分を令第 130 条の 5

の 3 各号に掲げる建築物以外の建築物の用途（当

該用途の部分の位置及び規模について総合的な配

慮がなされていることによりにぎわい及び交流の

創出に支障がないと市長が認めた部分を除く）に

供するもの 

(7) キャバレー、料理店その他これらに類するもの 

(8) 建築物の 1 階及び 3 階の部分を令第 130 条の 5

の 3 各号に掲げる建築物以外の建築物の用途（当

該用途の部分の位置及び規模について総合的な配

慮がなされていることによりにぎわい及び交流の

創出に支障がないと市長が認めた部分を除く）に

供するもの 

 

建築物の容積

率の最高限度 10 分の 40 10 分の 35 10 分の 30 

建築物の容積

率の最低限度 10 分の 15 10 分の 10 

建築物の建ぺ

い率の最高限

度 

10 分の 6.5 

建築物の敷地

面積の最低限

度 

1000 ㎡ 500 ㎡ 

建築物の建築

面積の最低限

度 

200 ㎡ 

ただし、附属建築物については、適用しない。 
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建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

 住宅・商業複合Ａ地区 住宅・商業複合Ｂ地区 既存機能更新地区 

建築物の壁面

の位置の制限 

1 道路境界線（隅切部分を除く。）から建築物の外

壁又はこれに代わる柱 (以下｢外壁等｣という。) 

の面までの距離の最低限度は、次表左欄の区分に

応じて、それぞれ右欄に掲げるものとする。 

ただし、地区施設である屋内広場、主要な公共

施設である空中歩廊の外壁等の部分で、敷地に接

する歩道の地盤面からの高さが 2.5ｍを超える部

分、空中歩廊を支える柱及び空中歩廊に接続する

階段等についてはこの限りでない。 

道路名 
外壁等の面までの

距離の最低限度 

都市計画道路「北3条通」（苗

穂駅南口駅前広場である都

市計画道路「北3条通」の部

分を除く。） 

22ｍ 

都市計画道路「北3条通」の

うち、苗穂駅南口駅前広場

である都市計画道路「北3

条通」の部分 

12ｍ 

2 隣地境界線（鉄道の線路敷地との境界である隣地

境界線を除く。）から外壁等の面までの距離の最低

限度は、7ｍとする。 

3 隣地境界線（鉄道の線路敷地との境界である隣地

境界線に限る。）から外壁等の面までの距離（距離

の算定方法については、都市計画道路「北 3条通」

に直交する方向を基準とする。）の最低限度は、都

市計画道路「北 3 条通」の道路境界線（苗穂駅南

口駅前広場の部分である都市計画道路「北 3条通」

の道路境界線を除く。）から鉄道の線路敷地との境

界線までの距離より 57ｍを減じたものとする。た

だし、当該限度に満たない距離にある建築物又は

建築物の部分が次の各号の一に該当する場合に

は、この限りでない。 

 

1 道路境界線（隅切部分を除く。）から建築物の外

壁又はこれに代わる柱 (以下｢外壁等｣という。) 

の面までの距離の最低限度は、次表左欄の区分に

応じて、それぞれ右欄に掲げるものとする。 

ただし、地区施設である屋内広場、主要な公共

施設である空中歩廊の外壁等の部分で、敷地に接

する歩道の地盤面からの高さが 2.5ｍを超える部

分、空中歩廊を支える柱及び空中歩廊に接続する

階段等についてはこの限りではない。 

道路名 
外壁等の面までの距離

の最低限度 

都市計画道路「北3条

通」（苗穂駅南口駅前広

場である都市計画道路

「北3条通」の部分を除

く。） 

(1)高さが12ｍ以下、か

つ、隣地境界線（鉄

道の線路敷地との境

界線を除く。）を延長

した線からの距離が

85ｍ以下の部分に限

る 4ｍ 

(2)高さが12ｍ以下、か

つ、隣地境界線（鉄

道の線路敷地との境

界線を除く。）からの

距離が46ｍ以下の部

分に限る 61ｍ 

(3)高さが12ｍを超え、

かつ、隣地境界線（鉄

道の線路敷地との境

界線を除く。）を延長

した線からの距離が

85ｍ以下の部分に限

る 22ｍ 

 
 

1 都市計画道路「北 3条通」の道路境界線（隅切部

分を除く。）から建築物の外壁又はこれに代わる柱 

(以下｢外壁等｣という。) の面までの距離の最低限

度は、2ｍとする。 

2 市道「北 3 東 10 中通線」の道路境界線（歩道状

空地 2号に接する部分に限る。）から外壁等の面ま

での距離の最低限度は、0.5ｍとする。 

3 市道「北 3 東 10 中通線」の道路境界線（歩道状

空地 3号に接する部分に限る。）から外壁等の面ま

での距離の最低限度は、1ｍとする。 
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建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

 住宅・商業複合Ａ地区 住宅・商業複合Ｂ地区 既存機能更新地区 

建築物の壁面

の位置の制限 

(1) 主要な公共施設である空中歩廊の外壁等の部分

で、敷地に接する歩道の地盤面からの高さが2.5ｍ

を超える部分、空中歩廊を支える柱及び空中歩廊

に接続する階段等 

(2) 自動車車庫の用途に供し、高さが 45メートル以

下であるもの 

都市計画道路「北3条

通」（苗穂駅南口駅前広

場である都市計画道路

「北3条通」の部分を除

く。） 

(4)隣地境界線（鉄道の

線路敷地との境界線

を除く。）を延長した

線からの距離が85ｍ

を超える部分に限る 

54ｍ 

市道「北3東10中通線」

（歩道状空地1号に接

する部分に限る。） 

0.5ｍ 

2 隣地境界線（鉄道の線路敷地との境界である隣地

境界線に限る。）から外壁等の面までの距離（距離

の算定方法については、都市計画道路「北3条通」

に直交する方向を基準とする。）の最低限度は、次

表左欄の区分に応じて、それぞれ右欄に掲げるも

のとする。 

ただし、主要な公共施設である空中歩廊の外壁

等の部分で、敷地に接する歩道の地盤面からの高

さが2.5ｍを超える部分、空中歩廊を支える柱及び

空中歩廊に接続する階段等についてはこの限りで

ない。 

外壁等の面 
外壁等の面までの距離

の最低限度 

高さが12ｍ以下、かつ、

隣地境界線（鉄道の線

路敷地との境界線を除

く。）からの距離が103

ｍを超える部分に限る 

都市計画道路「北3条

通」の道路境界線（苗

穂駅南口駅前広場の部

分である都市計画道路

「北3条通」の道路境界

線を除く。）から鉄道の

線路敷地との境界線ま

での距離より54ｍを減

じたもの 
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等

に

関

す

る

事

項 

 住宅・商業複合Ａ地区 住宅・商業複合Ｂ地区 既存機能更新地区 

建築物の壁面

の位置の制限 

 

高さが12ｍを超え、か

つ、隣地境界線（鉄道

の線路敷地との境界線

を除く。）からの距離が

48ｍを超え85ｍ以下の

部分に限る（自動車車

庫の用途に供し、高さ

が45メートル以下であ

る部分を除く。） 

都市計画道路「北3条

通」の道路境界線（苗

穂駅南口駅前広場の部

分である都市計画道路

「北3条通」の道路境界

線を除く。）から鉄道の

線路敷地との境界線ま

での距離より57ｍを減

じたもの 

高さが12ｍを超え、か

つ、隣地境界線（鉄道

の線路敷地との境界線

を除く。）からの距離が

85ｍを超える部分に限

る 

都市計画道路「北3条

通」の道路境界線（苗

穂駅南口駅前広場の部

分である都市計画道路

「北3条通」の道路境界

線を除く。）から鉄道の

線路敷地との境界線ま

での距離より54ｍを減

じたもの 

高さが12ｍを超え45ｍ

以下、かつ、隣地境界

線（鉄道の線路敷地と

の境界線を除く。）から

の距離が17ｍ以下の部

分に限る 

都市計画道路「北3条

通」の道路境界線（苗

穂駅南口駅前広場の部

分である都市計画道路

「北3条通」の道路境界

線を除く。）から鉄道の

線路敷地との境界線ま

での距離より86ｍを減

じたもの 

高さが12ｍを超え45ｍ

以下、かつ、隣地境界

線（鉄道の線路敷地と

の境界線を除く。）から

の距離が17ｍを超え48

ｍ以下の部分に限る 

都市計画道路「北3条

通」の道路境界線（苗

穂駅南口駅前広場の部

分である都市計画道路

「北3条通」の道路境界

線を除く。）から鉄道の

線路敷地との境界線ま

での距離より79ｍを減

じたもの 
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築

物

等

に

関

す

る

事

項 

 住宅・商業複合Ａ地区 住宅・商業複合Ｂ地区 既存機能更新地区 

建築物の壁面

の位置の制限 

 

高さが45ｍを超え、か

つ、隣地境界線（鉄道

の線路敷地との境界線

を除く。）からの距離が

48ｍ以下の部分に限る 

都市計画道路「北3条

通」の道路境界線（苗

穂駅南口駅前広場の部

分である都市計画道路

「北3条通」の道路境界

線を除く。）から鉄道の

線路敷地との境界線ま

での距離より61ｍを減

じたもの 
 

 

壁面後退区域

における工作

物の設置の制

限 

工作物を設置してはならない。 

ただし、歩道状空地以外の部分についてはこの限りではない。 

建築物等の高

さの最高限度 
90ｍ  

建築物等の形

態又は意匠の

制限 

1 景観法に基づく札幌市景観計画における行為の制限に準ずる。 

2 北 3条通等の周辺の景観特性を踏まえ、周囲との調和を図るものとする。また、駅、昇降棟、自由通路、南口駅前広場との調和を図るものとする。 

（適用の除外） 

道路法による道路又は道路の附属物、自転車駐車場の上屋、バス停の上屋、巡査派出所、その他これらに類する公益上必要な建築物については適用しない。 

備  考 用語の定義及び面積、高さ等の算定方法については、建築基準法及び同法施行令の例による。 
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２ 地区整備計画（その２） 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区 

の 

区分 

名称 集合住宅Ａ地区 集合住宅Ｂ地区 商業・業務地区 

面積 0.8ha 0.5ha 0.2ha 

建築物等の用途

の制限 

次の各号に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類する食品製造業（食品加工業を含む。）を営むもので、作業場の床面積の合計が 150 ㎡以内のものを除

く。） 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎（床面積の合計が 15 ㎡以下のものを除く。） 

(5) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの 

(6) 倉庫業を営む倉庫 

(7) キャバレー、料理店その他これらに類するもの 

建築物の容積率

の最高限度 
10 分の 30  

建築物の容積率

の最低限度 
10 分の 10  

建築物の建ぺい

率の最高限度 
10 分の 6 

建築物の敷地面

積の最低限度 
1,000 ㎡ 

建築物の建築面

積の最低限度 

200 ㎡ 

ただし、附属建築物については、適用しない。 
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建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

 集合住宅Ａ地区 集合住宅Ｂ地区 商業・業務地区 

建築物の壁面の

位置の制限 

1 計画図３に示す基準線Ａから建築物の外壁又は

これに代わる柱(以下｢外壁等｣という。) の面まで

の距離の最低限度は、34ｍとする。ただし、主要

な公共施設である空中歩廊又は主要な公共施設で

ある空中歩廊と接続する渡り廊下その他これらに

類するものの外壁等の部分で、敷地に接する歩道

の地盤面からの高さが 2.5ｍを超える部分、空中

歩廊を支える柱及び空中歩廊に接続する階段等に

ついてはこの限りではない。 

2 計画図３に示す基準線Ｂから外壁等の面までの

距離の最低限度は、83ｍとする。ただし、主要な

公共施設である空中歩廊又は主要な公共施設であ

る空中歩廊と接続する渡り廊下その他これらに類

するものの外壁等の部分で、敷地に接する歩道の

地盤面からの高さが 2.5ｍを超える部分、空中歩

廊を支える柱及び空中歩廊に接続する階段等につ

いてはこの限りではない。 

3 隣地境界線（集合住宅Ｂ地区との境界である隣地

境界線に限る。）から外壁等の面までの距離（距離

の算定方法については、計画図３に示す基準線Ａ

に直交する方向を基準とする。）の最低限度は、隣

地境界線（集合住宅Ｂ地区との境界線に限る。）か

ら計画図３に示す基準線Ａまでの距離より 76ｍ

を減じたものとする。ただし、当該限度に満たな

い距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号

の一に該当する場合には、この限りではない。 

(1) ポーチ、庇その他これらに類するものの外壁等

の部分で、高さが 5.5ｍ以下であるもの 

(2) 自動車車庫又は自転車駐輪場の用途に供し、高

さが 4ｍ以下であるもの 

1 道路境界線から建築物の外壁又はこれに代わる

柱の面までの距離の最低限度は、4ｍとする。 

1 道路境界線（隅切部分を除く。）から建築物の外

壁又はこれに代わる柱(以下｢外壁等｣という。) の

面までの距離の最低限度は、4ｍとする。ただし、

主要な公共施設である空中歩廊の外壁等の部分

で、敷地に接する歩道の地盤面からの高さが 2.5

ｍを超える部分、空中歩廊を支える柱及び空中歩

廊に接続する階段等についてはこの限りでない。 
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物

等

に
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す
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事
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 集合住宅Ａ地区 集合住宅Ｂ地区 商業・業務地区 

建築物の壁面の

位置の制限 

4 隣地境界線（鉄道の線路敷地との境界である隣地

境界線に限る。）から外壁等の面までの距離（距離

の算定方法については、計画図３に示す基準線Ｂ

に直交する方向を基準とする。）の最低限度は、隣

地境界線（鉄道の線路敷地との境界である隣地境

界線に限る。）から計画図３に示す基準線Ｂまでの

距離より 134ｍを減じたものとする。ただし、自

転車駐輪場の用途に供し、高さが 3.0ｍ以下の建

築物又は建築物の部分についてはこの限りではな

い。 

  

建 築 物 等 の 

高さの最高限度 90ｍ  

建築物等の形態

又は意匠の制限 

1  景観法に基づく札幌市景観計画における行為の制限に準ずる。 

2  周辺の景観特性を踏まえ、周囲との調和を図るものとする。また、駅、昇降棟、自由通路、北口駅前広場との調和を図るものとする。 

備  考 用語の定義及び面積、高さ等の算定方法については、建築基準法及び同法施行令の例による。 

理  由 

苗穂駅北口西地区開発事業の進展により土地利用計画が具体化した区域に、主要な公共施設、地区整備計画等を定めるため、地区計画を変更するものである。 
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変更説明書（新旧対照表） 

 

札幌圏都市計画 JR 苗穂駅周辺地区地区計画 

 

変更内容 

苗穂駅北口西地区開発事業計画の進展により土地利用計画が具体化した区域に、主要

な公共施設、地区整備計画等を定めるため、地区計画を変更するものである。 

 

１ 地区計画の方針 

事 項 
計 画 内 容 

旧 新 

地区計画の目

標 

当地区は、都心部より東方約 2km に位

置し、移転後のＪＲ苗穂駅に隣接する地

区である。 

苗穂は札幌市都市計画マスタープラ

ンにおいて、高次都市機能拠点として位

置づけられ、都心との近接性、交通利便

性の高さ、地域の産業資源などを活用し

ながら、居住機能の充実、集客交流産業

の育成、オープンスペースの創出、歩行

者ネットワークの強化などを進め、産業

文化・交流地区の形成を目指している。 

当地区は、平成 18 年に策定した、「苗

穂駅周辺地区まちづくり計画」におい

て、「にぎわいの核ゾーン（交通結節点

ゾーン）」として、駅移転と駅周辺の民

間開発の連携による地域の交流・にぎわ

いを創出する地区とされている。 

 

 

 

そこで本計画では、苗穂を高次都市機

能拠点として、都心に近接する地区特性

を生かした利便性の高い「都心居住の

場」、ＪＲ苗穂駅を中心としたにぎわい

のある「広域から人が集う場」とするた

め、道路や歩行者空間、広場などの公共

施設等を整備するとともに、土地利用転

換を促進し、地域のまちづくりの核にふ

さわしい機能が集積した市街地の形成

を目標とする。 

当地区は、本市の都心部より東方約

2km に位置し、移転後のＪＲ苗穂駅に隣

接する地区である。 

苗穂は第２次札幌市都市計画マスタ

ープランにおいて、高次機能交流拠点と

して位置づけられ、都心への近接性を活

かして、利便性の高い魅力ある複合型市

街地の形成を図るため、都心を含めた地

域の回遊性を高める交通環境の整備や

再開発などによる市街地整備を進める

こととしている。 

当地区は、平成 18 年に策定した、「苗

穂駅周辺地区まちづくり計画」におい

て、職住近接の居住環境の形成、集客施

設の誘導、オープンスペースの確保、歩

行者ネットワークの形成のため、「にぎ

わいの核ゾーン（交通結節点ゾーン）」

として、駅移転と駅周辺の民間開発の連

携による地域の交流・にぎわいを創出す

る地区とされている。 

そこで本計画では、苗穂を高次機能交

流拠点として、都心に近接する地区特性

を生かした利便性の高い「都心居住の

場」、ＪＲ苗穂駅を中心としたにぎわい

のある「広域から人が集う場」とするた

め、道路や歩行者空間、広場などの公共

施設等を整備するとともに、土地利用転

換を促進し、地域のまちづくりの核にふ

さわしい機能が集積した市街地の形成

を目標とする。 
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事 項 
計 画 内 容 

旧 新 

区
域
の
整
備

・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用

の方針 

 5 集合住宅Ａ地区 

集合住宅を導入するとともに、豊かなオープンスペースを

整備することで、ゆとりとうるおいのある空間の創出や JR

苗穂駅を核としたにぎわい・交流空間の創出を図る。 

6 集合住宅Ｂ地区 

JR 苗穂駅に近接した利便性の高さを享受できる高齢者向

け集合住宅を導入するとともに、ゆとりとうるおいのある空

間の創出を図る。 

7 商業・業務地区 

地区内及び周辺の居住者の利便を図るとともに、歩行空間

や滞留空間と一体的に機能する商業業務施設を導入する。 

公共施設

等の整備

の方針 

 5 集合住宅Ａ地区 

(1) 都市計画道路「苗穂駅北通」に面して、歩道と一体的

なゆとりとうるおいのある歩行者空間を確保するため、植

栽やベンチ等が配置された歩道沿い空地を整備する。 

(2) 「北口駅前広場」に面して、駅前広場と連続した設え

とするとともに、植栽やベンチ等を配置し、誰もがうるお

いを感じ滞留できる広場を整備する。 

(3) 商業・業務地区と建築物との間には、憩い、にぎわい

及び多様な交流を創出するため、隣接する商業施設と一体

的に機能するみどり豊かで誰もが自由に座り快適に滞留

できるとともに、イベント会場や一時避難所としての機能

も備えた芝生の広場を整備する。 

(4) 駅と周辺施設とが段差なく接続された積雪寒冷地にふ

さわしい歩行者空間として、空中歩廊を設置する。なお、

空中歩廊の形態・配置については、広場等の機能を損なわ

ないものとし、空中歩廊下は滞留・歩行可能な空間として

活用する。 

(5) 地区内外の居住者や来街者の利便を図り、歩行者の回

遊性を向上させるため、地区内を通り抜けることができる

敷地内通路を整備する。 

(6) 公共施設等の整備により創出される良好な環境の維

持・保全を図るため、適切な管理体制を構築する。 

6 集合住宅Ｂ地区 

(1) 「苗穂駅連絡通」に面しては、歩道と一体的なゆとり

とうるおいある歩行者空間を確保するため、植栽が配置さ

れた歩道沿い空地を整備する。 

7 商業・業務地区 

(1) 都市計画道路「苗穂駅連絡通」に面しては、歩道と一

体的なゆとりとうるおいある歩行者空間を確保するため、

植栽等が配置された歩道沿い空地を整備する。 
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区
域
の
整
備

・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

公共施設

等の整備

の方針 

  (2) 駅と周辺施設とが段差なく接続された積雪寒冷地に

ふさわしい歩行者空間として、空中歩廊を設置する。なお、

空中歩廊の形態・配置については、広場等の機能を損なわ

ないものとし、空中歩廊下は滞留・歩行可能な空間として

活用する。 

(3) 公共施設等の整備により創出される良好な環境の維

持・保全を図るため、適切な管理体制を構築する。 

建築物等

の整備の

方針 

 4 集合住宅Ａ地区 

(1) 道路及び隣地からの適切な壁面後退を行い、ゆとり

とうるおいのあるオープンスペースを創出するととも

に、敷地内の緑化に努める。 

(2) 建築物の高さは、周辺市街地に配慮したものとし、

広場に面する部分には落下物への対策を行う。 

(3) 建築物の形状・配置は周辺の景観に悪影響を与えな

いよう十分に配慮し、地区内における各機能の相互環境

及び周辺環境と調和した健全な土地の高度利用を図る。 

(4) 広場に面する一階部分は、連続したにぎわいを生む

魅力あるファサードとするとともに 地域交流の場を

創出するため、地域開放スペースの導入を図る。 

(5) 建築物の形態意匠は、地区周辺の景観特性を踏まえ

るとともに、駅、昇降棟、自由通路、北口駅前広場との

調和を図る。 

5 集合住宅Ｂ地区 

(1) 道路からの適切な壁面後退を行い、ゆとりとうるお

いのある歩行者空間を創出するとともに、敷地内の緑化

に努める。 

(2) 建築物の形態意匠は、地区周辺の景観特性を踏まえ

るとともに、駅、昇降棟、自由通路、北口駅前広場との

調和を図る。 

6 商業・業務地区 

(1) 道路からの適切な壁面後退を行い、ゆとりとうるお

いのある歩行者空間を創出するとともに、敷地内の緑化

に努める。 

(2) 集合住宅Ａ地区の広場に面する建築物の一階の部分

にあっては、広場と一体となったにぎわいを創出するた

め、商業機能の導入を図る。 

(3) 広場、道路、空中歩廊等に面する部分は、連続した

にぎわいを生む魅力あるファサードとする。 

(4) 建築物の形態意匠は、地区周辺の景観特性を踏まえ

るとともに、駅、昇降棟、自由通路、北口駅前広場との

調和を図る。 

 

 

事 項 
計 画 内 容 

旧 新 



21 

事 項 
計 画 内 容 

旧 新 

区
域
の
整
備
・開

発
及
び
保
全
に

関
す
る
方
針 

その他、区

域の整備、

開発及び保

全に関する

方針 

 方針付図による。 

再
開
発
等

促
進
区 

主要な公共

施設の配置

及び規模 

 空中歩廊５号 幅員 3ｍ以上 延長 約 175ｍ 

 

２ 地区整備計画 

事 項 
計 画 内 容 

旧 新 

面積 2.5 ha 4.0 ha 

地区施設の配置及び

規模 

 広場 5号 約 1,800 ㎡ 、広場 6 号 約 1,100 ㎡ 

歩道沿い空地 8号 幅員 4ｍ 延長 約 130ｍ 

歩道沿い空地 9号 幅員 4ｍ 延長 約 70ｍ 

敷地内通路 幅員 2ｍ 延長 約 125ｍ 

建
築
物
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

名称  集合住宅Ａ地区 

面積  0.8ha 

建築物等の用途

の制限 

 次の各号に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類

する食品製造業（食品加工業を含む。）を営むもので、作

業場の床面積の合計が 150 ㎡以内のものを除く。） 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎（床面積の合計が 15 ㎡以下のものを除く。） 

(5) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他これらに類するもの 

(6) 倉庫業を営む倉庫 

(7) キャバレー、料理店その他これらに類するもの 

建築物の容積率

の最高限度 

 10 分の 30 

建築物の容積率

の最低限度 

 10 分の 10 

建築物の建ぺい

率の最高限度 

 10 分の 6 

建築物の敷地面

積の最低限度 

 1,000 ㎡ 

建築物の建築面

積の最低限度 

 200 ㎡ 

ただし、附属建築物については、適用しない。 
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事項 
計 画 内 容 

旧 新 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の壁面の

位置の制限 

 1 計画図３に示す基準線Ａから建築物の外壁又はこれに代

わる柱(以下｢外壁等｣という。) の面までの距離の最低限

度は、34ｍとする。ただし、主要な公共施設である空中歩

廊又は主要な公共施設である空中歩廊と接続する渡り廊

下その他これらに類するものの外壁等の部分で、敷地に接

する歩道の地盤面からの高さが 2.5ｍを超える部分、空中

歩廊を支える柱及び空中歩廊に接続する階段等について

はこの限りではない。 

2 計画図３に示す基準線Ｂから外壁等の面までの距離の最

低限度は、83ｍとする。ただし、主要な公共施設である空

中歩廊又は主要な公共施設である空中歩廊と接続する渡

り廊下その他これらに類するものの外壁等の部分で、敷地

に接する歩道の地盤面からの高さが 2.5ｍを超える部分、

空中歩廊を支える柱及び空中歩廊に接続する階段等につ

いてはこの限りではない。 

3 隣地境界線（集合住宅Ｂ地区との境界である隣地境界線

に限る。）から外壁等の面までの距離（距離の算定方法に

ついては、計画図３に示す基準線Ａに直交する方向を基準

とする。）の最低限度は、隣地境界線（集合住宅Ｂ地区と

の境界線に限る。）から計画図３に示す基準線Ａまでの距

離より 76ｍを減じたものとする。ただし、当該限度に満

たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号の

一に該当する場合には、この限りではない。 

(1) ポーチ、庇その他これらに類するものの外壁等の部分

で、高さが 5.5ｍ以下であるもの 

(2) 自動車車庫又は自転車駐輪場の用途に供し、高さが 4ｍ

以下であるもの 

4 隣地境界線（鉄道の線路敷地との境界である隣地境界線

に限る。）から外壁等の面までの距離（距離の算定方法に

ついては、計画図３に示す基準線Ｂに直交する方向を基準

とする。）の最低限度は、隣地境界線（鉄道の線路敷地と

の境界である隣地境界線に限る。）から計画図３に示す基

準線Ｂまでの距離より134ｍを減じたものとする。ただし、

自転車駐輪場の用途に供し、高さが 3.0ｍ以下の建築物又

は建築物の部分についてはこの限りではない。 

建 築 物 等 の 

高さの最高限度 

 90ｍ 
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事項 
計 画 内 容 

旧 新 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

 1  景観法に基づく札幌市景観計画における行為の制限に準

ずる。 

2  周辺の景観特性を踏まえ、周囲との調和を図るものとす

る。また、駅、昇降棟、自由通路、北口駅前広場との調和

を図るものとする。 

 

事項 
計 画 内 容 

旧 新 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

名称  集合住宅Ｂ地区 

面積  0.5ha 

建築物等の用途

の制限 

 次の各号に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類

する食品製造業（食品加工業を含む。）を営むもので、作

業場の床面積の合計が 150 ㎡以内のものを除く。） 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎（床面積の合計が 15 ㎡以下のものを除く。） 

(5) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他これらに類するもの 

(6) 倉庫業を営む倉庫 

(7) キャバレー、料理店その他これらに類するもの 

建築物の建ぺい

率の最高限度 

 10 分の 6 

建築物の敷地面

積の最低限度 

 1,000 ㎡ 

建築物の建築面

積の最低限度 

 200 ㎡ 

ただし、附属建築物については、適用しない。 

建築物の壁面の

位置の制限 

 1 道路境界線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面ま

での距離の最低限度は、4ｍとする。 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

 1  景観法に基づく札幌市景観計画における行為の制限に準

ずる。 

2  周辺の景観特性を踏まえ、周囲との調和を図るものとす

る。また、駅、昇降棟、自由通路、北口駅前広場との調和

を図るものとする。 
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事項 
計 画 内 容 

旧 新 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

名称  商業・業務地区 

面積  0.2ha 

建築物等の用途

の制限 

 次の各号に掲げる建築物は、建築してはならない。 

(1) 住宅 

(2) 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類

する食品製造業（食品加工業を含む。）を営むもので、作

業場の床面積の合計が 150 ㎡以内のものを除く。） 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎（床面積の合計が 15 ㎡以下のものを除く。） 

(5) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他これらに類するもの 

(6) 倉庫業を営む倉庫 

(7) キャバレー、料理店その他これらに類するもの 

建築物の建ぺい

率の最高限度 

 10 分の 6 

建築物の敷地面

積の最低限度 

 1,000 ㎡ 

建築物の建築面

積の最低限度 

 200 ㎡ 

ただし、附属建築物については、適用しない。 

建築物の壁面の

位置の制限 

 1 道路境界線（隅切部分を除く。）から建築物の外壁又はこ

れに代わる柱(以下｢外壁等｣という。) の面までの距離の

最低限度は、4ｍとする。ただし、主要な公共施設である

空中歩廊の外壁等の部分で、敷地に接する歩道の地盤面か

らの高さが 2.5ｍを超える部分、空中歩廊を支える柱及び

空中歩廊に接続する階段等についてはこの限りでない。 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

 1  景観法に基づく札幌市景観計画における行為の制限に準

ずる。 

2  周辺の景観特性を踏まえ、周囲との調和を図るものとす

る。また、駅、昇降棟、自由通路、北口駅前広場との調和

を図るものとする。 
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変更説明書（新旧対照図） 

 

 

旧 新 変更内容 

 
  

 

苗穂駅北口

西地区開発

事業計画の

進展により

土地利用計

画が具体化

し た 区 域

に、主要な

公共施設、

地区整備計

画等を定め

るため、地

区計画を変

更するもの

である。 
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旧 新 変更内容 

 

  

 

苗穂駅北口

西地区開発

事業計画の

進展により

土地利用計

画が具体化

し た 区 域

に、主要な

公共施設、

地区整備計

画等を定め

るため、地

区計画を変

更するもの

である。 
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旧 新 変更内容 

 

 

 

苗穂駅北口

西地区開発

事業計画の

進展により

土地利用計

画が具体化

し た 区 域

に、主要な

公共施設、

地区整備計

画等を定め

るため、地

区計画を変

更するもの

である。 


